
滋賀県学校法人等の寄附行為の変更の認可に関する審査基準 

                                                  平成 ６年１０月 １日施行 

                                                  平成１６年１１月 １日改正 

                                            平成２２年 ８月 １日改正 

                          平成２７年 ３月 20 日改正 

 滋賀県知事（以下「知事」という。）が私立の幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等

教育学校、専修学校および各種学校ならびに幼保連携型認定こども園（以下「学校等」と

いう。）を設置する場合に係る学校法人および準学校法人（以下「学校法人等」という。）

の寄附行為の変更の認可を行う場合は、関係法令のほか、この基準により審査する。 

 

１ 新たに設置する学校等の校地、校舎、施設および設備 

（１）滋賀県学校法人等の寄附行為の認可に関する審査基準の１の（１)、(２）および（４）

を準用する。 

（２）校地、校舎、施設および設備の整備に要する経費（以下「設置経費」という。）の財

源は、原則として寄附金、積立金、資産売却収入その他学校法人等の負債とならない

収入を充てるものであり、申請時に設置経費に相当する額（借入金、補助金を充当す

る場合は、当該予定額を除く。）を保有していること。 

    ア  国・地方公共団体からの補助金であって交付等が確実であるものは、設置経   

費の財源として算入しても差し支えないものとする。 

    イ  日本私立学校振興・共済事業団等からの借入金であって、適正な返済計画が   

あり当該学校法人等の経営に支障がないと認められるものについては、設置経   

費の財源として算入しても差し支えないものとする。 

  ウ 株式会社等法人または個人の寄附金にあっては、当該寄附の事実が確認しう   

る場合のみ、設置経費の財源として算入しても差し支えないものとする。 

  エ 入学を条件とする寄附金、当該施設の建築等に係る請負業者の寄附金その他   

設置経費の財源として適当と認められない寄附金は、設置経費の財源に算入し   

ないものとする。 

  オ 寄附能力のない者の寄附金、寄附者が借入金により調達した寄附金などにつ   

いては、設置経費の財源に算入しないものとする。 

２ 経営に必要な財産 

（１）滋賀県学校法人等の寄附行為の認可に関する審査基準の２の（１）および（３）を

準用する。 

（２）学校等の開設年度における経常経費の２／３以上に相当する額の資金を原則と  

して申請時に保有していること。この場合において、１の（２）（イを除く。）を準用

する。 

３ 既設校等  

（１）従来設置している学校等（以下「既設校」という。）の校地、校舎、施設および設備

は、学校教育法その他関係法令の定める基準に適合していること。 

（２）収容定員を著しく超える園児、児童、生徒を在学させていないこと。 

（３）既設校等（所轄庁が知事以外の学校を含む。）について、学校等の管理運営の適正を

期しがたいと認められる事実がないこと。例えば、次の事項に留意すること。 

  ア 法令の規定、寄附行為等に基づいて適正に管理運営されていること。 

  イ 経理その他の事務処理が著しく適正を欠いていないこと。 

    ウ 役員間、教職員間またはこれらの者の間における訴訟その他紛争がないこと。 

    エ 日本私立学校振興・共済事業団等からの借入金の償還および共済掛金または   

税金の納付に遅滞がないこと。 


